
⑥ その他

⑥ 繰出金

　本市の財政見通しについて、歳入面においては収入の減少を見込んでおり、令和９年度から10年度

にかけて耐震基準を満たしていない市役所本庁舎の整備を想定したことから、特定財源として基金の

取崩しや市債の活用を見込み一時的に増加しているものの、歳入の二本柱である市税及び地方交付税

については、加速度的な人口減少や少子高齢化の進行等により減収が見込まれる非常に厳しい状況と

なっています。

　一方、歳出面においては支出の増加を見込んでおり、市役所本庁舎整備に係る工事を想定した場合

には投資的経費が大きく伸びることとなり、また、経常的経費についても、高齢化率の上昇等による

扶助費の増加、物価高騰の長期化による物件費の増加、公共施設の老朽化の進行に伴う維持補修費の

増加等が見込まれ、令和10年度には財政調整基金が底をつく厳しい財政運営が見込まれます。

　このような状況を踏まえ、引き続き、行政改革による歳出縮減や各種事業のスクラップ・アンド・

ビルド等により財政健全化を一層推進し、令和10年度の市債残高を「市民１人当たりの借金額をコロ

ナ禍前である令和元年度の75％」とすることを基本的な方針として定め、計画期間（令和６年度～

10年度）の財政収支について次のとおり計画したところですが、前述のとおり主に投資的経費に起因

する市債発行額の増加が著しいことから令和元年度（559,401円/人）比約119％となり、計画期間

中での目標達成が困難な状況となっています。

　加えて、本市の歳入の約３割を占める地方交付税は、国の財政状況等により大きくその制度が変わ

ることも想定されます。

　今後も、物価高騰の長期化による市民生活や経済活動への影響が懸念されるため、その対策に係る

財源確保を意識しながら健全な財政運営に努めていかなければならないと考えています。
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④ 物件費 ・総事業費の伸び率から試算

⑤ 維持補修費

Ⅳ 財政計画

Ⅳ 財政計画

１　計画期間内の財政見通し

２　計画期間　　令和６年度から令和10年度までの５年間

３　対象会計　　一般会計

４　推計方法

　歳入、歳出ともに、過去の実績(金額、伸び率)や人口推計(年齢別人口推計)、各種計画等を参考

に、下記の項目においてそれぞれ記載しているものを中心に推計しました。

(１)歳入

① 地方税等 ・人口推計及び過去の市税伸び率等から試算

② 普通交付税 ・地方税等の推計値と人口推計から試算

③ 地方交付金等 ・市税及び人口推計から試算

④ 国・道支出金 ・扶助費及び投資的経費の伸び率から試算

⑤ 市債

・普通建設事業の伸び率から試算

⑦ その他 ・過去の伸び率や決算額に占める割合から試算

⑧ 投資的経費 ・実施計画より令和６年度から令和８年度までの普通建設事業から試算し、

・臨時財政対策債を除く起債額を投資的経費から試算

・人口推計から試算

 (２)歳出

① 人件費 ・令和６年度の年齢構成から将来の年齢構成を推計し、令和６年度の年代

　別平均給与から試算

② 扶助費 ・過去の伸び率及び75歳以上の人口推計の伸び率から試算

③ 公債費 ・過去の実績及び計画期間中の臨時財政対策債と市債の発行見込みから試算

・総事業費の伸び率及び各種計画から試算

　令和９年度以降は各種計画や過去の決算推移から試算。



Ⅳ 財政計画
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※小数点以下を省略して表記しているため、それぞれの合計額は合計値と一致しない場合があります。


